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平成 28 年 12 月 22 日 

各  位 

東 京 都 港 区 虎 ノ 門 四 丁 目 １ 番 2 8 号 

虎ノ門タワーズオフィス 

フ ィ ン テ ッ ク  グ ロ ー バ ル 株 式 会 社 

代 表 取 締 役 社 長  玉  井  信  光 

（コード番号：8789 東証マザーズ） 

問合せ先：取締役 上席執行役員 鷲本 晴吾 

 

電 話 番 号 ： （ 0 3） 5 7 3 3 - 2 1 2 1 

 

新株予約権発行等に係る支出予定時期等の変更のお知らせ 

 

 

当社は、平成26年２月14日付「行使価額修正条項付き第12回新株予約権（第三者割当て）の

発行及びコミットメント条項付き第三者割当て契約に関するお知らせ」及び平成27年６月30

日付「新株予約権に関する資金使途変更のお知らせ」において開示いたしました当社第12回

新株予約権（第三者割当て）（以下、「本新株予約権」といいます。）の発行及びその行使に

より調達した資金の使途及び支出予定期間について、下記の通り変更することといたしました

のでお知らせいたします。 

なお、本新株予約権については、平成26年５月15日にそのすべての行使が完了しており、本新

株予約権により、当社は差引手取額1,815百万円を調達しております。 

 

記  
 

１．変更の理由について 

 

当社は、平成26年３月に本新株予約権を発行し、これにより調達した資金の使途の一部を水力

発電事業への投資資金を400百万円（支出予定期間－平成26年５月～平成28年12月）としており

ます。 

当該資金使途は、当社は戦後の急激な電力需要を満たすために建設された水力発電設備を、再

生可能エネルギーの固定価格買取制度を利用可能な近代的な設備へ改修する事業に投資するファ

ンド等へ出資するものであります。 

 

その後、当社は平成27年３月31日付「中小水力発電ファンドへの出資に関するお知らせ」にて

開示のとおり、中小水力発電所を対象に投資するファンドに、当社出資分として３億円を出資約

束する組合契約を締結しましたが、本契約による当社出資額は現時点で7.2百万円であります。

当該ファンドによる水力発電事業への投資については、当該ファンドによる投資案件確保は順調

であるものの、今後、出資約束金額に達するまで一定の期間が見込まれることから、第12回新株

予約権で調達した資金の支出予定期間を平成26年５月～平成31年12月に変更することといたしま

した。 

 

なお、本新株予約権の発行及び行使により実際に調達された資金は、上記のとおり、差引手取

額1,815百万円となっております。本新株予約権の発行時には、行使に際して出資される財産の

価額を本新株予約権の当初行使価額である8,520円に発行新株予約権数240,000個を乗じることに

より2,044百万円と算出し、これに本新株予約権の払込金額の総額と発行諸費用を加減すること

により、差引手取概算額を2,040百万円としておりました。本新株予約権の行使価額は修正され

ましたが、これにより差引手取額は1,815百万円となり、当初予定の差引手取概算額より224百万

円減少しました。このため今後の資金計画を踏まえて、調達した資金の使途の配分方法を変更し

ました。 
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２．変更の内容 

本新株予約権の発行及び行使されることにより調達する資金の使途及び支出予定期間の変更内

容は、以下のとおりです。なお、「変更前」には、平成27年６月30日付「新株予約権に関する

資金使途変更のお知らせ」による変更後の内容を含んでおります。 

 変更部分は下線を付して表示しております。 

  

（変更前） 

 

具体的な使途  
金額 

（百万円） 
支出予定期間  

①「ムーミン」の世界を体験できる施設の開設（施設の

準備費用、設備投資費用）  
1,340 

平成 26 年６月  

～平成 29 年３月 

②不動産事業展開に係る土地購入資金、M&A 等 300 
平成 26 年５月  

～平成 29 年４月 

③水力発電事業への投資資金 400 
平成 26 年５月  

～平成 28 年 12 月 

合計 2,040  

 

 

（変更後） 

 

具体的な使途  
金額 

（百万円） 
支出予定期間  

①「ムーミン」の世界と体験できる施設の開設（施設の

準備費用、設備投資費用）  
1,215 

平成 26 年６月  

～平成 29 年３月 

②不動産事業展開に係る土地購入資金、M&A 等 300 
平成 26 年５月  

～平成 29 年４月 

③水力発電事業への投資資金 300 
平成 26 年５月  

～平成 31 年 12 月 

合計 1,815  

 

 

３．今後の見通し 

 

 本変更による連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 


